
「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
⑥

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

○

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

⑥乳児用液体ミルクの普及に向けた取組
　災害時の備えや外出時、夜間における授乳を簡便に行うという観点から有用であり、授乳
に使用される乳児用調整粉乳に代わる新たな選択肢となり得る乳児用液体ミルクの普及実
現に向けて、事業者に対するヒアリングによる開発状況の把握、薬事・食品衛生審議会にお
ける審議等を通じて、食品衛生法に基づく規格基準の設定に向けた取組を推進する。また、
健康増進法に基づく特別用途食品としての許可についても、乳児用調整粉乳との違いを踏
まえ、品質の担保や摂取する際の安全性の確保等について、事業者に対するヒアリングや
有識者からの意見聴取を行い、基準設定に向けた取組を推進する。
　加えて、乳児用液体ミルクの有用性を踏まえ、関係機関とも連携を図りながら、様々な機会
をとらえ、製品化の後押しに向けた取組を継続的に実施する。

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

１．子育て、介護基盤の整備

乳児用液体ミルクの普及に向けた取組

   災害時の備えや外出時、夜間における授乳を簡便に行うという観点から有用であり、授乳
に使用される乳児用調製粉乳に代わる新たな選択肢となり得る乳児用液体ミルクの普及を
実現させる。

通し番号  171 

機構定員要求

－

・  事業者に対するヒアリングによる開発状況の把握、薬事・食品衛生審議会における審議
等を通じて、食品衛生法に基づく規格基準の設定に向けた取組を推進する。
・  健康増進法に基づく特別用途食品としての許可について、乳児用調製粉乳との違いを踏
まえ、品質の担保や摂取する際の安全性の確保等について、事業者に対するヒアリングや
有識者からの意見聴取を行い、基準設定に向けた取組を推進する。
・  乳児用液体ミルクの有用性を踏まえ、関係機関とも連携を図りながら、様々な機会をとら
え、製品化の後押しに向けた取組を継続的に実施する。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

①内閣府②厚生労働省③消費者庁

①男女共同参画局総務課②医薬・生活衛生局食品基準審査課③食品表示企画課
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

１１－１、１－２

主に関係する分野・大項目
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 2

小項目 (1)

細項目
－

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

○

－

○

30年度要求予算額： 83,474,083 千円 の内数

29年度予算額： 67,007,503 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： 41,045,208 千円 の内数
28年度決算額： 48,547,027 千円 の内数

使用割合： － ％

－

○

通し番号  172 

その他（具体的に）

（１）女性が働きやすい制度等への見直し
   税制については、平成29年度税制改正における配偶者控除等の見直しについて、平成
30年分の所得税からの適用に向け、必要な準備を進めていく。
  社会保障制度については、平成28年10月からの大企業で働く短時間労働者を対象とし
た被用者保険の適用拡大に加えて、平成29年4月からは、中小企業等で働く短時間労働
者についても、労使合意を前提に企業単位で適用拡大の途を開いたところであり、被用者
保険に加入することによるメリット等の周知・広報に取り組むなど、円滑な実施を図る。こ
の適用拡大の実施に併せ、被用者保険の適用拡大を円滑に進める観点から、短時間労
働者の賃金引上げを通じて、人材確保を図る事業主を支援するキャリアアップ助成金が
十分に活用されるよう周知徹底する。
  また、更なる適用拡大については、公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化
等のための国民年金法等の一部を改正する法律（平成24年法律第62号）附則第２条に基
づき、平成31年９月30日までに検討を加え、その結果に基づき、必要な措置を講ずること
とされており、引き続き検討を進めていく。
   公務員の配偶者に係る扶養手当については、国家公務員における見直しを踏まえ、地
方公務員においても、ほとんどの地方公共団体で見直しが行われたところであり、今後も
引き続き適切に対処するよう各地方公共団体に要請していく。
   民間企業における配偶者手当についても、上記の税制や社会保障制度等の動きも踏
まえ、「配偶者手当の在り方の検討に関し考慮すべき事項」について引き続き広く周知を
図り、労使に対しその在り方の検討を促していく。

（１）女性が働きやすい制度等への見直し

２．女性活躍の視点に立った制度等の整備

女性が働きやすい制度等への見直し

    「『日本再興戦略』改訂2014」では、「働き方に中立的な税制・社会保障制度等への見
直し」として、税制、社会保障制度、配偶者手当等について総合的に検討することとされ
た。これを踏まえ、平成26年10月、経済財政諮問会議で各制度について議論を行い、内
閣総理大臣から、関係大臣に対して総合的に具体的取組の検討を進めるよう指示すると
ともに、人事院にも国家公務員の配偶者手当について検討するよう要請した。女性が働き
やすい税制・社会保障制度・配偶者手当等への見直しについては、働きたい人が働きや
すい環境整備の実現に向けた具体的検討を進める。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

有識者会議にて議論
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該当施策概要

分野
－大
項目

１－５

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府、内閣官房、人事院、財務省、総務省、厚生労働省

政策統括官（経済社会システム担当）、内閣人事局給与第一係、給与局、主税局、自治行
政局、年金局、労働基準局、雇用環境・均等局

担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

　税制に関しては、平成29年度税制改正における配偶者控除等の見直しについて、30年
分の所得税からの適用に向け、必要な準備を進めていく。
　社会保障制度については、女性を含め、働きたい人が働きやすい環境を整えるととも
に、より多くの働く方の年金などの保障を厚くしていく観点から、被用者保険の適用拡大を
進めることとしている。具体的には、平成28年10月からの大企業で働く短時間労働者を対
象とした適用拡大に加えて、29年４月からは、中小企業等で働く短時間労働者について
も、労使合意を前提に企業単位で適用拡大の途を開いたところであり、被用者保険に加
入することによるメリット等の周知・広報に取り組むなど、円滑な実施を図る。この適用拡
大の実施に併せ、被用者保険の適用拡大を円滑に進める観点から、短時間労働者の賃
金引上げを通じて、人材確保を図る事業主を支援するキャリアアップ助成金が十分に活
用されるよう周知徹底する。また、更なる適用拡大については、公的年金制度の財政基盤
及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律（平成24年法
律第62号）附則第２条に基づき、31年９月30日までに検討を加え、その結果に基づき、必
要な措置を講ずることとされており、引き続き検討を進めていく。
　公務員の配偶者に係る扶養手当については、国家公務員における見直しを踏まえ、地
方公務員においても、ほとんどの地方公共団体で見直しが行われたところであり、今後も
引き続き適切に対処するよう各地方公共団体に要請している。
　民間企業における配偶者手当についても、上記の税制や社会保障制度等の動きも踏ま
え、「配偶者手当の在り方の検討に関し考慮すべき事項」について引き続き広く周知を図
り、労使に対しその在り方の検討を促していく。

９－１

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

女性の活躍に影響を与える社会制度・慣行の見直し

４５

１３５

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）
「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での関
係分野

578



基
礎
控
除
の
見
直
し
案

配
偶
者
控
除
・

配
偶
者
特
別
控
除
の
見
直
し
に
つ
い
て
（
平
成
2
9
年
度
改
正
）

（
万

円
） 38

15
0

(8
5)

配
偶
者
の
給
与
収
入

（
合
計
所
得
金
額
）

15
5(
90

)
36 31 26 21 16 11 6 3

16
0(
95

)

16
7(
10

0)

17
5(
10

5)

18
3(
11

0) 19
0(
11

5)

19
7(
12

0)

20
1

(1
23

)

0

（
万

円
）

20
1(
12

3)

10
3

(3
8)

14
1

(7
6)

納
税
者
本
人
の

受
け
る
控
除
額

（
注

）
納

税
者

本
人

の
給

与
収

入
（
合

計
所

得
金

額
）
が

1,
12

0万
円
（
90

0万
円

）
超

1,
22

0万
円
（
1,
00

0万
円

）
以

下
の

場
合

で
も
控

除
が

受
け
ら
れ

る
こ
と
と
し
、
控

除
額

が
逓

減
・

消
失

す
る
仕

組
み

と
す
る
。
具

体
的

に
は

、
納

税
者

本
人

の
給

与
収

入
（
合

計
所

得
金

額
）
が

1,
12

0万
円
（
90

0万
円

）
以

下
の

場
合

の
「
控

除
額

」
を
、
納

税
者

本
人

の
給

与
収

入
（
合

計
所

得
金

額
）
が

、
①

1,
12

0～
1,
17

0万
円
（
90

0～
95

0万
円

）
の

場
合

に
は

、
そ
の

控
除

額
の

2/
3、

②
1,
17

0～
1,
22

0万
円
（
95

0～
1,
00

0万
円

）
の

場
合

に
は

、
そ
の
控
除
額
の

1/
3と

し
、
③

1,
22

0万
円

（
1,
00

0万
円

）
を
超

え
る
場

合
に
は

消
失

す
る
こ
と
と
す
る
。
（
控

除
額

は
1万

円
未

満
切

上
げ
）

○
納
税
者
本
人
の
給
与
収
入
が

1,
12

0万
円
以
下
の
場
合

（
合
計
所
得
金
額
が

90
0万

円
以
下
の
場
合
）

納
税
者
本
人
の

所
得
制
限

見
直
し
前
：
な
し

（
配

偶
者

特
別

控
除

は
、
給

与
1,
22

0万
円

（
合
計
所
得
金
額

1,
00

0万
円
）
で
消

失
）

見
直
し
後
：

給
与
1,
12

0万
円

（
合

計
所

得
金

額
90

0万
円
）
か
ら
逓
減
開
始
し
、

給
与
1,
22

0万
円

（
合

計
所

得
金

額
1,
00

0万
円
）
で
消
失

配
偶
者
控
除

※
配
偶
者
特
別
控
除

平
成

30
年
分
以
後
の

所
得
税
に
つ
い
て
適
用

※
老
人
配
偶
者
控
除
の
場
合
、
48

万
円

（
現

行
制

度
ど
お
り
）
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（ 合 計 所 得 金 額 ）

納 税 者 本 人 の 給 与 収 入

配
偶
者
に
係
る
所
得
制

限
所
得

控
除
額

（
万

円
）

38

15
0

(8
5)

給
与
収
入

（
合
計
所
得
金
額
）

15
5(
90

)
36 31 26 21 16 11 6 3

16
0(
95

)

16
7(
10

0)

17
5(
10

5)

18
3(
11

0)

19
0(
11

5)

19
7(
12

0)

20
1

(1
23

)

納
税
者
本
人
に
係
る
所
得
制
限

給
与
収
入

（
合
計
所
得
金
額
）

1,
12

0
(9
00

)
1,
17

0
(9
50

)
1,
22

0
(1
,0
00

)

左
記
の
控
除
額
α

（
最

大
38

万
円
） 2 3α 1 3α

0
0

所
得

控
除
額

（
万

円
）

（
万

円
）

（
万

円
）

※
所

得
控

除
額

は
、
１
万

円
未

満
切

上
げ

20
1(
12

3)

基
礎
控
除
の
見
直
し
案

控
除
額
を
納
税
者
本
人
の
所
得
に
応
じ
て
逓
減
・
消
失

さ
せ
て
い
く
仕
組
み
（
平
成
2
9
年
度
改
正
）

配
偶
者
控
除

※
配

偶
者

特
別
控
除

～
1
0
3

(～
3
8
)

～
1
5
0

(～
8
5
)

～
1
5
5

(～
9
0
)

～
1
6
0

(～
9
5
)

～
1
6
7

(～
1
0
0
)

～
1
7
5

(～
1
0
5
)

～
1
8
3

(～
1
1
0
)

～
1
9
0

(～
1
1
5
)

～
1
9
7

(～
1
2
0
)

～
2
0
1

(～
1
2
3
)

2
0
1
～

(1
2
3
～

)

～
1
,1
2
0

(～
9
0
0
)

3
8

3
8

3
6

3
1

2
6

2
1

1
6

1
1

6
3

－

～
1
,1
7
0

(～
9
5
0
)

2
6

2
6

2
4

2
1

1
8

1
4

1
1

8
4

2
－

～
1
,2
2
0

(～
1
,0
0
0
)

1
3

1
3

1
2

1
1

9
7

6
4

2
1

－

1
,2
2
0
～

(1
,0
0
0
～

)
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

配
偶
者
の
給
与
収
入
（
合
計
所
得
金
額
）

（
単
位
：
万
円
）

※
老

人
配

偶
者

控
除

に
つ
い
て
は

、
納

税
者

本
人

の
給

与
収

入
（
合

計
所

得
金

額
）
が

、
①

～
1,
12

0万
円
（
～

90
0万

円
）
の

場
合

、
控

除
額

48
万

円
、
②

1,
12

0～
1,
17

0万
円
（
90

0～
95

0万
円
）
の

場
合

、
控

除
額

32
万

円
、
③

1,
17

0万
円
～

1,
22

0万
円
（
95

0～
1,
00

0万
円

）
の

場
合

、
控

除
額

16
万

円
、
④

1,
22

0万
円
超
（
1,
00

0万
円

超
）
の

場
合

、
適

用
な
し
。
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短
時

間
労

働
者

へ
の

被
用

者
保

険
の

適
用

拡
大

働
き
た
い
人
が
働

き
や

す
い
環

境
を
整

え
る
と
と
も
に
、
短
時
間

労
働
者

に
つ
い
て
、
年

金
等

の
保

障
を
厚

く
す
る
観

点
か

ら
、
被

用
者
保
険

（
年
金
・
医

療
）
の

適
用

拡
大

を
進

め
て
い
く
こ
と
が

重
要
。

①
（
平
成

2
8
年

1
0
月

～
）
5
0
1
人

以
上

の
企

業
で
、
月

収
8
.8
万

円
以

上
等

の
要

件
を
満

た
す
短

時
間

労
働

者
に
適

用
拡

大
。

②
（
平
成

2
9
年
４
月

～
）
、

5
0
0
人

以
下

の
企

業
で
、
労

使
の

合
意

に
基

づ
き
、
企

業
単

位
で
、
短

時
間

労
働

者
へ

の
適

用
拡

大
を
可
能

と
す
る
。
（
国

・
地

方
公

共
団

体
は
、
規
模

に
か

か
わ
ら
ず
適
用
と
す
る
）

③
（
平
成

3
1
年
９
月

ま
で
に
）
更

な
る
適

用
拡

大
に
つ
い
て
検

討
を
加

え
、
そ
の
結

果
に
基

づ
き
、
必

要
な
措

置
を
実

施
。

週
3
0
時

間
以

上

こ
れ

ま
で

①
平

成
28
年

1
0月

～

(1
)週

労
働
時
間

2
0時

間
以
上

(2
)月

額
賃
金

8.
8万

円
以
上

（
年

収
換

算
で
約

10
6
万

円
以

上
）

（
所

定
労

働
時

間
や

所
定

内
賃

金
で
判
断
し
、
残
業
時

間
(代

)等
を
含
ま
な
い
）

(3
)勤

務
期
間
１
年
以
上
見
込
み

(4
)学

生
は
適
用
除
外

(5
)従

業
員

5
0
1
人
以
上
の

企
業
等

（
適
用
拡
大
前
の
基
準
で
適
用
対
象
と
な
る
労
働
者
の
数
で
算
定
）

更
な
る
適
用
拡
大

に
つ
い
て
検
討

（ 週 の 所 定 労 働 時 間 ）

5
0
0
人

（
従
業
員
数
）

3
0
時

間

2
0
時

間

＜
被

用
者

保
険

の
適
用
拡
大
の
イ
メ
ー
ジ
＞

平
成

2
8
年
1
0
月
か
ら
の

適
用

拡
大
の
対
象

（
約
2
9
万
人
）

(強
制

適
用
）

※
人

数
は
平
成
2
9
年
3
月
3
1
日
時
点
の
も
の

被
用

者
保
険
の
適
用
対
象

（
強
制
適
用
）

②
平

成
29

年
４
月
～

左
記

(1
)～

(4
)の

条
件
の
下
、

50
0

人
以

下
の

企
業
等

に
つ
い
て
、

・
民

間
企

業
は
、
労
使
合
意
に
基

づ
き
、
適
用
拡
大
を
可
能
に

・
国

・
地

方
公
共
団
体
は
、
適
用

※
就

業
調

整
を
防

ぎ
、
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
を
円

滑
に
進

め
る
観

点
か
ら
、
短
時

間
労
働

者
の
賃

金
の
引

上
げ
及

び
労
働
時
間

の
延
長
を
行
う
事
業
主
に
対
し
、
取
組
へ
の
一
時

的
な
支
援

を
実

施
。
（
雇

用
保
険
二
事
業
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助

成
金

の
活
用

）

③
平

成
31
年
９
月
ま
で

平
成

2
9
年
４
月
か
ら
の

適
用

拡
大
の
対
象

（
約
5
0
万
人
）

(労
使

合
意
に
基
づ
く
任
意
の

適
用
)
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キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
助

成
金

に
つ

い
て

平
成

3
0
年

度
要

求
額

：
8
3
5
億

円
（

2
9
年

度
予

算
額

6
6
0
億

）

目 的
コ

ー
ス

名
・

内
容

助
成

額
※

＜
＞

は
生

産
性

の
向

上
が

認
め

ら
れ

る
場

合
の

額
、

（
）

は
大

企
業

の
額

、
下

線
は

新
規

又
は

拡
充

部
分

正 社 員 化 支 援

正
社

員
化

コ
ー

ス
有

期
契

約
労

働
者

等
を

正
規

雇
用

労
働

者
等

に
転

換
又

は
直

接
雇

用

①
有

期
→

正
規

：
１

人
当

た
り

5
7
万

円
＜

7
2
万

円
＞

（
４

2
.7

5
万

円
＜

5
４

万
円

＞
）

②
有

期
→

無
期

：
１

人
当

た
り

2
8

.5
万

円
＜

3
6
万

円
＞

（
2

1
.3

7
5
万

円
＜

2
7
万

円
＞

）
③

無
期

→
正

規
：

１
人

当
た

り
2

8
.5

万
円

＜
3

6
万

円
＞

（
2

1
.3

7
5
万

円
＜

2
7
万

円
＞

）
（

注
）

転
換

前
の

期
間

が
3
年

以
下

に
限

る
と

と
も

に
、

正
規

へ
の

転
換

に
あ

っ
て

は
、

転
換

前
の

賃
金

と
比

較
し

て
5
％

以
上

増
額

し
て

い
る

こ
と

を
要

件
に

追
加

（
注

）
１

事
業

所
当

た
り

の
当

た
り

の
上

限
人

数
を

、
1

5
人

→
2

0
人

に
拡

充
※

派
遣

労
働

者
を

正
規

雇
用

で
直

接
雇

用
す

る
場

合
、

①
③

：
１

人
当

た
り

2
8

.5
万

円
＜

3
6
万

円
＞

（
大

企
業

も
同

額
）

加
算

※
母

子
家

庭
の

母
等

又
は

父
子

家
庭

の
父

の
場

合
、

若
者

認
定

事
業

主
に

お
け

る
3

5
歳

未
満

の
者

の
場

合
、

①
：

１
人

当
た

り
9

.5
万

円
＜

1
2
万

円
＞

（
大

企
業

も
同

額
）

、
②

③
：

１
人

当
た

り
4

.7
5
万

円
＜

6
万

円
＞

（
大

企
業

も
同

額
）

加
算

※
勤

務
地

・
職

務
限

定
正

社
員

制
度

を
新

た
に

規
定

し
た

場
合

、
①

③
：

１
事

業
所

当
た

り
9

.5
万

円
＜

1
2
万

円
＞

（
7

.1
2

5
万

円
＜

9
万

円
＞

）
加

算

人 材 育 成 支 援

人
材

育
成

コ
ー

ス

※
3

0
年

度
か

ら
「

人
材

開
発

支
援

助
成

金
」

に
統

合

有
期

契
約

労
働

者
等

に
次

の
い

ず
れ

か
の

訓
練

を
実

施
・

一
般

職
業

訓
練

（
O

F
F
-J

T
）

・
有

期
実

習
型

訓
練

（
「

ジ
ョ

ブ
・

カ
ー

ド
」

を
活

用
し

た
O

F
F
-
J
T

+
O

J
T
）

O
F
F
-
J
T

賃
金

助
成

：
１

ｈ
当

た
り

7
6

0
円

＜
9

6
0
円

＞
（

４
7

5
円

＜
6

0
0
円

＞
）

経
費

助
成

：
実

費
助

成
※

訓
練

時
間

数
に

応
じ

て
1
人

当
た

り
次

の
額

を
限

度
【

】
は

有
期

実
習

型
訓

練
後

に
正

規
雇

用
等

に
転

換
さ

れ
た

場
合

1
0

0
時

間
未

満
の

場
合

1
0
万

円
（

７
万

円
）

【
1

5
万

円
（

1
0
万

円
）

】
1

0
0
時

間
以

上
2

0
0
時

間
未

満
の

場
合

2
0
万

円
（

1
5
万

円
）

【
3

0
万

円
（

2
0
万

円
）

】
2

0
0
時

間
以

上
の

場
合

3
0
万

円
（

2
0
万

円
）

【
5

0
万

円
（

3
0
万

円
）

】

O
J
T

実
施

助
成

：
１

ｈ
当

た
り

7
6

0
円

＜
9

6
0
円

＞
（

6
6

5
円

＜
8
４

0
円

＞
）

処 遇 改 善 支 援

賃
金

規
定

等
改

定
コ

ー
ス

全
て

又
は

一
部

の
有

期
契

約
労

働
者

等
の

基
本

給
の

賃
金

規
定

等
を

改
定

し
、

２
％

以
上

増
額

①
全

て
の

賃
金

規
定

等
改

定
：

対
象

労
働

者
数

が
１

人
～

３
人

：
9

.5
万

円
＜

1
2
万

円
＞

（
7

.1
2

5
万

円
＜

9
万

円
＞

）
４

人
～

６
人

：
1

9
万

円
＜

2
4
万

円
＞

（
1

4
.2

5
万

円
＜

1
8
万

円
＞

）
７

人
～

1
0
人

：
2

8
.5

万
円

＜
3

6
万

円
＞

（
1

9
万

円
＜

2
4
万

円
＞

）
1

1
人

～
1

0
0
人

：
2

.8
5
万

円
＜

3
.6

万
円

＞
（

1
.9

万
円

＜
2

.4
万

円
＞

）
×

人
数

②
雇

用
形

態
別

、
職

種
別

等
の

賃
金

規
定

等
改

定
：

対
象

労
働

者
数

が
１

人
～

３
人

：
4

.7
5
万

円
＜

6
万

円
＞

（
3

.3
2

5
万

円
＜

4
.2

万
円

＞
）

４
人

～
６

人
：

9
.5

万
円

＜
1

2
万

円
＞

（
7

.1
2

5
万

円
＜

9
万

円
＞

）
７

人
～

1
0
人

：
1

4
.2

5
万

円
＜

1
8
万

円
＞

（
9

.5
万

円
＜

1
2
万

円
＞

）
1

1
人

～
1

0
0
人

：
1

.4
2

5
万

円
＜

1
.8

万
円

＞
（

0
.9

5
万

円
＜

1
.2

万
円

＞
）

×
人

数

※
中

小
企

業
に

お
い

て
3
％

以
上

増
額

し
た

場
合

、
全

て
の

賃
金

規
定

等
改

定
：

1
人

当
た

り
1

.4
2

5
万

円
＜

1
.8

万
円

＞
加

算
雇

用
形

態
別

、
職

種
別

等
の

賃
金

規
定

等
改

定
：

1
人

当
た

り
0

.7
6
万

円
＜

0
.9

6
万

円
＞

加
算

※
「

職
務

評
価

」
の

手
法

の
活

用
に

よ
り

実
施

し
た

場
合

、
１

事
業

所
当

た
り

1
9
万

円
＜

2
4
万

円
＞

（
1

4
.2

5
万

円
＜

1
8
万

円
＞

）
加

算

健
康

診
断

制
度

コ
ー

ス
有

期
契

約
労

働
者

等
を

対
象

に
「

法
定

外
の

健
康

診
断

制
度

」
を

新
た

に
規

定
し

、
４

人
以

上
実

施
１

事
業

所
当

た
り

3
8
万

円
＜

4
8
万

円
＞

（
2

8
.5

万
円

＜
3

6
万

円
＞

）

賃
金

規
定

等
共

通
化

コ
ー

ス
有

期
契

約
労

働
者

等
と

正
社

員
と

の
共

通
の

賃
金

規
定

等
を

新
た

に
規

定
・

適
用

１
事

業
所

当
た

り
5

7
万

円
＜

7
2
万

円
＞

（
4

2
.7

5
万

円
＜

5
4
万

円
＞

）
※

対
象

労
働

者
1
人

あ
た

り
、

2
万

円
＜

2
.4

万
円

＞
（

1
.5

万
円

＜
1

.8
万

円
＞

）
の

加
算

措
置

を
追

加

諸
手

当
制

度
共

通
化

コ
ー

ス
有

期
契

約
労

働
者

等
と

正
社

員
と

の
共

通
の

諸
手

当
制

度
を

新
た

に
規

定
・

適
用

１
事

業
所

当
た

り
3

8
万

円
＜

4
8
万

円
＞

（
2

8
.5

万
円

＜
3

6
万

円
＞

）
※

対
象

労
働

者
1
人

あ
た

り
、

1
.5

万
円

＜
1

.8
万

円
＞

（
1

.2
万

円
＜

1
.4

万
円

＞
）

の
加

算
措

置
を

追
加

※
同

時
に

2
つ

以
上

の
諸

手
当

を
導

入
し

た
場

合
に

、
2
つ

目
以

降
の

手
当

1
つ

に
つ

き
、

1
6
万

円
＜

1
9

.2
万

円
＞

（
1

2
万

円
＜

1
4

.4
万

円
＞

）
の

加
算

措
置

を
追

加

選
択

的
適

用
拡

大
導

入
時

処
遇

改
善

コ
ー

ス

選
択

的
適

用
拡

大
の

導
入

に
伴

い
、

社
会

保
険

適
用

と
な

る
有

期
契

約
労

働
者

等
の

賃
金

の
引

上
げ

を
実

施

１
人

当
た

り
3
％

以
上

：
1

.9
万

円
＜

2
.４

万
円

＞
（

1
.４

2
5
万

円
＜

1
.8

万
円

＞
）

5
％

以
上

：
3

.8
万

円
＜

４
.8

万
円

＞
（

2
.8

5
万

円
＜

3
.6

万
円

＞
）

7
%

以
上

：
４

.7
5
万

円
＜

6
万

円
＞

（
3

.3
2

5
万

円
＜

４
.2

万
円

＞
）

1
0
％

以
上

：
7

.6
万

円
＜

9
.6

万
円

＞
（

5
.7

万
円

＜
7

.2
万

円
＞

）
1
４

％
以

上
：

9
.5

万
円

＜
1

2
万

円
＞

（
7

.1
2

5
万

円
＜

9
万

円
＞

）

短
時

間
労

働
者

労
働

時
間

延
長

コ
ー

ス

有
期

契
約

労
働

者
等

の
週

所
定

労
働

時
間

を
5
時

間
以

上
延

長
し

、
社

会
保

険
を

適
用

１
人

当
た

り
1

9
万

円
＜

2
4
万

円
＞

（
1

4
.2

5
万

円
＜

1
8
万

円
＞

）
※

上
記

「
賃

金
規

定
等

改
定

コ
ー

ス
」

又
は

「
選

択
的

適
用

拡
大

導
入

時
処

遇
改

善
コ

ー
ス

」
と

併
せ

、
労

働
者

の
手

取
り

が
減

少
し

な
い

取
組

を
し

た
場

合
、

1
時

間
以

上
５

時
間

未
満

延
長

で
も

助
成

1
時

間
以

上
２

時
間

未
満

：
3

.8
万

円
＜

4
.8

万
円

＞
（

2
.8

5
万

円
＜

3
.6

万
円

＞
）

2
時

間
以

上
３

時
間

未
満

：
7

.6
万

円
＜

9
.6

万
円

＞
（

5
.7

万
円

＜
7

.2
万

円
＞

）
3
時

間
以

上
４

時
間

未
満

：
1

1
.4

万
円

＜
1

4
.4

万
円

＞
（

8
.5

5
万

円
＜

1
0

.8
万

円
＞

）
4
時

間
以

上
５

時
間

未
満

：
1

5
.2

万
円

＜
1

9
.2

万
円

＞
（

1
1

.4
万

円
＜

1
4

.4
万

円
＞

）

○
有

期
契

約
労

働
者

、
短

時
間
労
働
者
、
派
遣
労
働
者
（
以
下

「
有

期
契

約
労
働

者
等
」
）
と
い
っ
た
い
わ

ゆ
る
非

正
規
雇

用
労
働
者
の
企
業
内
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
等
を
促
進
す
る
た
め
、

正
社

員
化
、
処

遇
改

善
の

取
組
を
実
施
し
た
事
業
主
に
対

し
て
包

括
的

に
助

成
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「
女
性

の
活

躍
促

進
に

向
け
た

配
偶
者

手
当
の

在
り
方

に
関
す
る
検
討
会
」

報
告

書
に

つ
い

て

「
『
日
本
再
興
戦
略
』
改
訂

20
15
」
に
お
い
て
、
配
偶
者
手
当
に
つ
い
て
「
官
の
見
直
し
の
検
討
と
あ
わ
せ

て
、
労
使
に
対
し
そ
の
在
り
方
の
検
討
を
促
す
」
と
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、
労
使
に
よ
る
配
偶
者
手
当
の
在
り
方

の
検
討
を
促
す
た
め
、
労
働
基
準
局
長
の
下
、
学
識
経
験
者
に
よ
る
「
女
性
の
活
躍
促
進
に
向
け
た
配
偶
者
手
当

の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
会
」
を
平
成

27
年

12
月
に
設
置
し
、
年
度
末
に
か
け
て

3回
開
催
し
た
。

＜
開
催
日
＞
第

1回
平
成

27
年

12
月

15
日
、
第

2回
平
成

28
年

2月
18
日
、
第

3回
平
成

28
年

3月
29
日

検
討

会
設

置
の

背
景

○
就
業
調
整
に
つ
な
が
る
配
偶
者
手
当
の
在
り
方
に
つ
い
て
の
考
え
方
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
。

○
配
偶
者
手
当
の
見
直
し
を
実
施
し
た
企
業
事
例
や
円
滑
な
見
直
し
に
当
た
っ
て
の
留
意
点
（
労
働
契
約
法
、
判

例
等
の
ポ
イ
ン
ト
、
円
滑
な
見
直
し
の
た
め
の
ノ
ウ
ハ
ウ
）
を
示
す
こ
と
。

検
討

会
の

目
的 「
女
性
の
活
躍
促
進
に
向
け
た
配
偶
者
手
当
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
会
」
参
集
者

◎
阿
部

正
浩

中
央
大
学
経
済
学
部
教
授

安
藤

至
大

日
本
大
学
総
合
科
学
研
究
所
准
教
授

戎
野

淑
子

立
正
大
学
経
済
学
部
教
授

大
嶋

寧
子

み
ず
ほ
総
合
研
究
所
主
任
研
究
員

神
吉

知
郁
子

立
教
大
学
法
学
部
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
法
学
科
准
教
授

守
島

基
博

一
橋
大
学
大
学
院
商
学
研
究
科
教
授

山
川

隆
一

東
京
大
学
大
学
院
法
学
政
治
学
研
究
科
教
授

（
50
音
順
、
◎
は
座
長
）
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＜
配
偶
者
手
当
の
在
り
方
＞

配
偶
者
手
当
は
、
家
事
・
育
児
に
専
念
す
る
妻
と
仕
事
に
専
念
す
る
夫
と
い
っ
た
夫
婦
間
の
性
別
役
割
分
業
が

一
般
的
で
あ
っ
た
高
度
経
済
成
長
期
に
日
本
的
雇
用
慣
行
と
相
ま
っ
て
定
着
し
て
き
た
制
度
で
あ
る
が
、
女
性
の

就
業
が
進
む
な
ど
社
会
の
実
情
が
大
き
く
変
化
し
て
い
る
中
、
税
制
・
社
会
保
障
制
度
と
と
も
に
、
就
業
調
整
の

要
因
と
な
っ
て
い
る
。

今
後
労
働
力
人
口
が
減
少
し
て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
、
働
く
意
欲
の
あ
る
す
べ
て
の
人
が
そ
の
能
力
を
十
分

に
発
揮
で
き
る
社
会
の
形
成
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
中
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
で
働
く
配
偶
者
の
就
業
調
整
に
つ

な
が
る
配
偶
者
手
当
（
配
偶
者
の
収
入
要
件
が
あ
る
配
偶
者
手
当
）
に
つ
い
て
は
、
配
偶
者
の
働
き
方
に
中
立
的

な
制
度
と
な
る
よ
う
見
直
し
を
進
め
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

＜
労
使
に
よ
る
企
業
の
実
情
を
踏
ま
え
た
検
討
＞

労
使
に
お
い
て
は
、
「
経
済
の
好
循
環
の
継
続
に
向
け
た
政
労
使
の
取
組
（
平
成

26
年

12
月

16
日
合
意
）
」

に
基
づ
き
、
個
々
の
企
業
の
実
情
（
共
働
き
、
単
身
者
の
増
加
や
生
涯
未
婚
率
の
上
昇
等
企
業
内
の
従
業
員
構
成

の
変
化
や
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
等
）
も
踏
ま
え
て
、
真
摯
な
話
合
い
を
進
め
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

＜
配
偶
者
手
当
の
見
直
し
に
当
た
っ
て
の
留
意
点
＞

配
偶
者
手
当
を
含
め
た
賃
金
制
度
の
円
滑
な
見
直
し
に
当
た
っ
て
は
、
労
働
契
約
法
、
判
例
等
に
加
え
、
企
業

事
例
等
を
踏
ま
え
、
以
下
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

①
ニ
ー
ズ
の
把
握
な
ど
従
業
員
の
納
得
性
を
高
め
る
取
組

②
労
使
の
丁
寧
な
話
合
い
・
合
意

③
賃
金
原
資
総
額
の
維
持

④
必
要
な
経
過
措
置

⑤
決
定
後
の
新
制
度
に
つ
い
て
の
丁
寧
な
説
明
。

報
告

書
の

ポ
イ

ン
ト
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 2

小項目 (2)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

○

－

○

30年度要求予算額： 23,760 千円

29年度予算額： 23,760 千円

28年度歳出予算現額※1：

－
（平成28年度予
算　9,378,763は

全額繰越）

千円

28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

①マイナンバーカード等への旧姓併記の推進
   住民基本台帳及びそれに連動するマイナンバーカードに本人からの届出により旧姓を
併記することが、平成30年度以降速やかに可能となるよう、関係法令の改正を行うととも
に、システム改修を行う。

（２）旧姓の通称としての使用の拡大

２．女性活躍の視点に立った制度等の整備

マイナンバーカード等への旧姓併記等の推進

    女性活躍推進の観点から、希望する者に係るマイナンバーカード等において旧姓が
わかるような記載を可能とするもの。

通し番号  173 

機構定員要求

－

　　希望する者に係るマイナンバーカード等において旧姓がわかるような記載を可能とす
るよう、関係法令の改正を行うとともにシステム改修を行う。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

－

１３７

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

総務省

自治行政局住民制度課
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目
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マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
等
へ
の
旧
姓
併
記
の
推
進

○
女

性
活

躍
推

進
の

観
点

か
ら
、
希

望
す
る
者

に
係

る
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
カ
ー
ド
等

に
お
い
て
旧

姓
が

わ
か

る
よ

う
な
記
載
を
可
能
と
す
る
よ
う
、
シ
ス
テ
ム
改
修
等
（
市
区
町
村
の
既
存
住

基
シ
ス
テ
ム
の
改
修
等
）
を
行
う
。

【
H

3
0
要
望
額

０
．
２
億
円
】

＜
主

な
閣

議
決
定
等
の
内
容
＞

○
男

女
共
同
参
画
・
女
性

活
躍
の
推
進
に
向
け
た
重
点

取
組
事
項
に
つ
い
て

（
H

2
8
.5

.1
3
男
女
共
同
参
画
会
議
）

「
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
等
を
改
正
し
、
住
民
基
本
台
帳
及
び
そ
れ
に
連

動
す

る
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
に
本
人
か
ら
の
届
出
に
よ
り
旧
姓
を
併
記
す
る

こ
と
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
速
や
か
に
必
要
な
準
備
を
進
め
る

…
べ
き
」

※
女
性
活
躍
加
速
の
た
め
の
重
点
方
針

2
0
1
6
（
H

2
8
.5

.2
0
す
べ
て
の
女
性
が

輝
く
社
会
づ
く
り
本
部
決
定
）
に
お
い
て
も
同
様
の

記
載
あ
り
。

○
世

界
最
先
端

IT
国
家
創
造
宣
言
（
H

2
8
.5

.2
0
閣
議
決

定
）

「
…
旧
姓
併
記
等
の
券
面
記
載
事
項
の
充
実

…
そ
の
可
否
も
含
め
て
検
討
を

進
め
、
可
能
な
も
の
か
ら
順
次
実
現
」

○
ニ
ッ
ポ
ン
一

億
総
活
躍
プ
ラ
ン
（
H

2
8
.6

.2
閣
議
決
定
）

「
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
等
の
改
正
を
行
い
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
に
旧

姓
の
併
記
を
可
能
と
す
る
」

○
日

本
再
興
戦
略

2
0
1
6
（
H

2
8
.6

.2
閣
議
決
定
）

「
…
旧
姓
併
記
等
の
券
面
記
載
事
項
の
充
実

…
そ
の
可
否
も
含
め
て
検
討
を

進
め
、
可
能
な
も
の
か
ら

…
順
次
実
現
」

等

01
23

45
67

89
AB

CD
EF

氏
名

番
号

花
子

平
成
元
年

3月
31
日
生

住
所

○
○
県
□
□
市
△

△
町

◇
丁

目
○
番

地
▽
▽

号

12
34

20
25
年

3月
31
日
ま
で
有
効

性
別

女

□
□
市
長

氏
名
と
と
も
に
旧
姓
が
わ
か
る
よ
う
な
記
載

（
旧
姓
併
記
の
イ
メ
ー
ジ
）
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 2

小項目 (2)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

○

－

○

30年度要求予算額： 103,602 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

②旅券への旧姓併記の拡大に向けた検討
　 旅券について、平成31年度を目途に、本人からの届出により旧姓を併記することが可
能となるよう、諸外国の運用も考慮に入れつつ、引き続き必要な検討を行う。

（２）旧姓の通称としての使用の拡大

２．女性活躍の視点に立った制度等の整備

旅券への旧姓併記の推進

   女性の活躍を更に加速させるために、女性活躍の視点に立った制度等を整備する観
点から、旧姓の通称としての使用の拡大に向けた取組を進める。

通し番号  174 

機構定員要求

－

　　旅券への旧姓併記について、これまで、その必要性を個別に判断して認めていたが、
今後は、旅券申請者が旧姓の併記を希望し、戸籍謄抄本で旧姓が確認できる場合に
は、旅券への旧姓併記を可能とする。また、現行の旧姓の併記方法（身分事項頁の戸籍
上の姓の後に旧姓を括弧書きで記載）は国際的に広く認知されているものではないた
め、出入国審査等の際に無用なトラブルを生じさせ、旅券所持人が不利益を被る可能性
があることから、これらのトラブルを回避すべく、旧姓の望ましい記載方法について、国際
民間航空機関（ICAO)で規定される国際標準や諸外国の運用を考慮に入れつつ検討し、
旅券発給管理システムの改修等を行う。
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

外務省

領事局旅券課
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目
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旅
券

へ
の
旧
姓
併
記
の
推
進
に
向
け
た
検

討

平
成
２
９
年
９
月
１
４
日

外
務
省
領
事
局
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旅
券
へ
の
旧
姓
併
記
の
推
進
に
向
け
た
検
討

１
旅

券
へ
の
旧
姓
併

記
の
要
件
を
緩
和

旅
券
へ
の
旧
姓
併
記
に
つ
い
て
，
こ
れ
ま
で
，
そ
の
必
要
性
を
個
別
に
判
断
し
て
認
め
て
い
た
が
，
今
後
は
，

旅
券
申
請
者
が
，

旧
姓
の
併
記
を
希
望
し
，
戸
籍
謄
抄
本
で
旧
姓
が
確
認
で
き
る
場
合
に
は
旅
券
へ
の
旧
姓
併
記

を
可
能
と
す
る
。

２
旧

姓
の
記
載
方
法

を
変
更

旅
券
は
「
国
際
的
身
分
証
明
書
」
と
し
て
の
機
能
を
有
し
て
お
り
，
旅
券
所
持
人
の
円
滑
な
出
入
国
等
を
確
保

す
る
こ
と
が
最
重
要
。
身
分
事
項
頁
に
戸
籍
上
の
姓
の
表
記
の
後
に
旧
姓
を
括
弧
書
き
で
記
載
す
る
現
行
の
併
記

方
法
は
国
際
的
に
広
く
認
知
さ
れ
て
い
る
も
の
で
は
な
い
た
め
，
出
入
国
審
査
等
の
際
に
無
用
な
ト
ラ
ブ
ル
を
生
じ
さ

せ
，
旅
券
所
持
人
が
不
利
益

を
被
る
可
能

性
が
あ
る
こ
と
か
ら
，
こ
れ
ら
の
ト
ラ
ブ
ル
を
回
避
す
べ
く
，
旧
姓
の
望
ま

し
い
記
載
方
法
に
つ
い
て
，
国
際
民
間
航
空
機
関
（
I
C
A
O
）
で
規
定
さ
れ
る
国
際
標
準
や
諸
外
国
の
運
用
を
考
慮

に
入
れ
つ
つ
検
討
し
，
旅
券
発
給
管
理
シ
ス
テ
ム
の
改
修
等
を
行
う
。

現
行

の
旅
券
へ
の
旧
姓
併
記

改
修
が
必
要
と
な
る
シ
ス
テ
ム
等

旅
券
発
給
管
理

シ
ス
テ
ム

旅
券
作
成
機

外
務
省

都
道
府
県
，
在
外
公
館

の
旅
券
窓
口

申
請
者

①
申
請

⑤
交
付

④
旅
券
作
成

旅
券

の
身
分
事
項
頁
（２

頁
）

型
/T

yp
e

発
行

国
/is

su
in

g 
co

un
tr

y
旅

券
番

号
/P

as
sp

o
rt

N
o.

P
J
P
N

A
B
1
2
3
4
5
6
7

姓
/S

ur
na

m
e

G
A
I
M
U
(
T
A
N
A
K
A
)

名
/G

iv
en

 
na

m
e

H
A
N
A
K
O

国
籍

/N
at

io
na

lit
y 

  
 生

年
月

日
/D

at
e 

of
 B

irt
h

J
A
P
A
N
 
 

0
5
 
M
A
Y
 
1
9
8
8

性
別

/S
ex

 
本

籍
/R

eg
ist

er
e

d 
D

om
ic

ile

F
 

T
O
K
Y
O

発
行

年
月

日
/D

at
e 

of
 is

su
e 

  
所

持
人

自
署

/S
ig

na
tu

re
 

of
 b

ea
re

r

0
7
 
N
O
V
 
2
0
1
5

有
効

期
間

満
了

日
/D

at
e 

of
 e

xp
iry

 

0
7
 
N
O
V
 
2
0
2
0

発
行

官
庁

/A
ut

ho
ri

ty
M
I
N
I
S
T
R
Y
 
O
F

F
O
R
E
I
G
N
 
A
F
F
A
I
R
S

P
<
J
P
N
G
A
I
M
U
<
<
H
A
N
A
K
O
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<

A
B
1
2
3
4
5
6
7
9
J
P
N
8
8
0
5
0
5
6
F
2
0
1
1
0
7
9
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
<
0
8

旧
姓
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（
１
）
旅
券

に
お
い
て
，
旧

姓
併
記
は
別
名
併
記
の
一
つ
の
形
態
と
整
理
。
別
名
併
記
に
は
，
旧
姓
の
ほ

か
，
配
偶
者
が

外
国
人
で
あ
っ
て

戸
籍
上
は

日
本

姓
を
維

持
し
て
い
る
者
に
つ
い
て
，
渡
航
の
便
宜
か
ら
必
要
と
さ
れ
る
場
合
，
当
該
外

国
人

配
偶

者
の

姓
を
併

記
す
る
等

の
例
が
あ
る
。

（
２
）
平

成
2
8
年

（
暦

年
）
に
旧
姓
併
記
を
含
む
別

名
併
記
を
認
め
た
件
数
（
一
般
旅
券
）は

，
3
1
,8

9
5
件
（
国

内
：

1
1
,1

4
8
件

，
国
外
：

2
0
,7

4
7
 件

）
で
あ
り
，
一
般
旅
券
発
行
数
全
体
（
3
,8

9
4
,6

4
0件

）
の
約

0.
8
％
。
（
旧
姓
併
記
に
限
っ
て
の

統
計

は
と
っ
て
い
な
い
。
）

旅
券
に
お
け
る
別

名
併
記
（旧

姓
併
記
を
含
む
）の

実
績

旅
券
に
記
載
す
る
氏
名

は
，

戸
籍
に
記
載
さ
れ
て
い
る
氏
名

の
表
記
が
原
則
（
旅
券
法
施
行
規
則

第
５

条
第

２
項

）
。

た
だ

し
，

①
外
国
に
お

け
る
「
旧
姓
」
で
の
活
動
や
実
績
，
②
職
場
で
旧
姓
使
用
が
認
め
ら
れ
て

い
る
者
が

業
務

に
よ

り
外

国
に

渡
航

す
る

必
要
性

が
確

認
で

き
る

場
合
に
は
，
旧
姓
を
併
記
す
る

必
要
性
を

個
別
に
判
断
し
た
上
で
，

旅
券

の
身

分
事

項
頁

に
戸

籍
上

の
姓

の
表
記

の
後

に
括
弧
書

き
に
よ
る

旧
姓
の
併
記
を

認
め
て
い
る
。

現
行

の
旧

姓
併

記
の
運
用

旅
券

へ
の

旧
姓

併
記
に
係
る
政
府
決
定
等

・
男

女
共
同
参
画
・女

性
活
躍
の
推
進
に
向
け
た
重
点
取
組
事
項

（
H

2
8.

5
.1

3
男
女
共
同
参
画
会
議
）

「
国

際
的

身
分

証
明
書

で
あ
る
パ
ス
ポ
ー
ト
に
つ
い
て
，
既
に
一
部
認
め
ら
れ
て
い
る
旧
姓
併
記
の
条
件

緩
和

の
可

能
性

に
つ
き
検
討
す

べ
き
で
あ
る
。
」

・
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
「
女
性
活
躍
の
推
進
（そ

の
２
）
」
（

H
2
8
.6

.2
 閣

議
決
定

）
「
旅
券

・
金
融

機
関
口

座
等
を
含
め
旧
姓
使
用
の
現
状
と
課
題
に
つ
い
て
調
査
を
行
い
，
必
要
な
取

組
を
進

め
る
。
」

・
男

女
共
同
参
画
・女

性
活
躍
の
推
進
に
向
け
た
重
点
取
組
事
項

（
H

2
9
.5

.2
5
 男

女
共
同
参
画
会
議
）

「
旧
姓

の
通

称
と
し
て
の
使
用
の
拡
大

引
き
続

き
，
旧

姓
使
用

の
拡
大
に
向
け
て
検
討
を
加
速
さ
せ
る
べ
き
で
あ
る
。
特
に
，
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
等

へ
の
旧
姓

併
記

を
進
め

る
と
と
も
に
，
既

に
一
部

認
め

ら
れ
て
い
る
旅
券

へ
の
旧
姓
併
記
の
拡
大
に
向
け
た
検
討
の
ほ
か
，
銀
行

口
座

の
開

設
等

で
旧
姓

使
用

が
し
や

す
く
な
る
よ
う
働
き
か
け
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。
」

・
女

性
活
躍
加
速
の
た
め

の
重
点
方
針

2
0
17

( H
2
9
.6

.6
 女

性
が
輝
く
社
会
づ
く
り
本
部
決
定
）

「
旅
券

へ
の

旧
姓

併
記
の
拡
大
に
向
け
た
検
討

旅
券

に
つ
い
て
，
平
成

31
年
度
を
目
途
に
，
本

人
か
ら
の
届
出
に
よ
り
旧
姓
を
併
記
す
る
こ
と
が
可
能

と
な
る
よ
う
，
諸

外
国

の
運

用
も

考
慮
に
入

れ
つ
つ
，
引

き
続
き
必
要
な
検
討
を
行
う
。
」

【
参
考
】
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 2

小項目 (2)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

○

該当施策概要

機構定員要求

周知協力依頼の実施

　平成29年７月に、内閣府男女共同参画局において、日本経済団体連合会等の５つの経済
団体に対し、職場での旧姓使用の拡大について、周知協力依頼を行った。また、同月、全国
銀行協会等の７つの金融関係団体に対し、各金融機関において、可能な限り円滑に旧姓に
よる口座開設等が行えるよう、周知協力依頼を行った。

通し番号  175 

その他（具体的に）

③銀行口座等の旧姓使用
   銀行口座等の社会の様々な場面で旧姓使用がしやすくなるよう、引き続き関係機関等に
働きかけを行う。

（２）旧姓の通称としての使用の拡大

２．女性活躍の視点に立った制度等の整備

旧姓使用の拡大に向けた働きかけ

　社会において、旧姓を通称として使用しながら活動する女性が増加している中、銀行口座
等の社会の様々な場面で旧姓使用がしやすくなるよう、関係省庁と連携し、金融機関を始め
とした関係機関等に対し、旧姓使用の拡大に向けた働きかけを行う。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局調査課　
担当府省・担当課
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 2

小項目 (3)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 2,551 千円

29年度予算額： 2,551 千円

28年度歳出予算現額※1： 2,906 千円
28年度決算額： 1,667 千円

使用割合： 57.4 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  176 

その他（具体的に）

①男女共同参画の視点からの防災・復興の推進
　　防災に関する政策・方針決定過程への女性の参画を拡大するなど、男女共同参画の
視点からの防災を推進するため、男女共同参画の視点による平成28年（2016年）熊本地
震の対応状況の調査において、「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」
（平成25年５月男女共同参画局）の活用、女性リーダーの育成、被災後の保育・介護環
境の早期再開、災害時等の男女別統計の整備・活用等の必要性が提言されたことを踏
まえ、地域における防災分野での女性活躍に資する先進的な取組への支援や、アドバイ
ザーの派遣等による防災に関わる多様な組織･団体等における男女共同参画の視点か
らの防災研修プログラムの活用の促進等を通じて、災害対応における女性リーダーの育
成、セミナー・シンポジウム等での情報交換、取組事例の発表等、男女共同参画の視点
からの防災・復興の取組が促進されるよう支援を行う。

（３）男女共同参画の視点からの防災・復興の取組

２．女性活躍の視点に立った制度等の整備

地域における男女共同参画促進を支援するアドバイザーの派遣事業

　　第４次男女共同参画基本計画（平成27年12月25日閣議決定）で述べているとおり、国
は、地方公共団体や男女共同参画センター、民間団体等と共に一体となって地域の取組
の支援や意識啓発の一層の推進を図ることにより、地域における男女共同参画を推進
することとしている。
　　このことを踏まえ、本事業においては、それぞれの地域において、行政、企業、地域
団体、住民等の主体が連携・協働しながら、自らの地域の課題を解決するために具体的
な活動を展開していくことの重要性の観点から、それぞれの地域における課題解決に向
けた主体的な取組を支援するため、各団体等の求めに応じて適切な指導・助言ができる
アドバイザーを派遣することを通じて、地域における男女共同参画をより一層推進するこ
とを目的とする。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

　　地方公共団体、NPOなどの民間団体等が、「男女共同参画の視点による平成28年熊
本地震対応状況調査報告書」（平成29年３月内閣府男女共同参画局）及び「男女共同参
画の視点からの防災研修プログラム」（28年６月内閣府男女共同参画局）を活用した地
域における男女共同参画の視点による防災研修事業等を行う際に、アドバイザー派遣に
係る経費を内閣府が負担する。
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分野
－大
項目

４－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局総務課
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

１１－１、Ⅳ－３

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

地域活動における男女共同参画の推進

―

―

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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○
地
域
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ザ
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政
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携
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す
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。
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言
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き
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ザ
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遣
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同
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画
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、
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す
る
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、
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７
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月
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策
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第
４

次
男

女
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同
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基
本
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は
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・
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域
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。

こ
の

た
め
、

国
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概
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ザ
ー
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国
ア
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イ
ザ

ー
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 2

小項目 (3)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 26,000 千円

29年度予算額： ― 千円

28年度歳出予算現額※1： ― 千円
28年度決算額： ― 千円

使用割合： ― ％

－

－

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

①男女共同参画の視点からの防災・復興の推進
   防災に関する政策・方針決定過程への女性の参画を拡大するなど、男女共同参画の
視点からの防災を推進するため、男女共同参画の視点による平成28年熊本地震の対応
状況の調査において、「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」（平成25年５
月男女共同参画局）の活用、女性リーダーの育成、被災後の保育・介護環境の早期再
開、災害時等の男女別統計の整備・活用等の必要性が提言されたことを踏まえ、地域に
おける防災分野での女性活躍に資する先進的な取組への支援や、アドバイザーの派遣
等による防災に関わる多様な組織･団体等における男女共同参画の視点からの防災研
修プログラムの活用の促進等を通じて、災害対応における女性リーダーの育成、セミ
ナー・シンポジウム等での情報交換、取組事例の発表等、男女共同参画の視点からの防
災・復興の取組が促進されるよう支援を行う。
    「仙台防災枠組」に基づく防災における男女共同参画の推進により地域の防災力を向
上させるため、男女共同参画の視点から現状データや各種主体による取組状況、海外
事例等を調査、分析し、本年度中に考え方や必要な取組の方向性等について、中間の
取りまとめを行い、引き続き男女共同参画の推進による地域防災力向上のための取組
等について平成30年度以降も検討を進める。

（３）男女共同参画の視点からの防災・復興の取組

２．女性活躍の視点に立った制度等の整備

男女共同参画による地域防災力の向上に関する調査等

  　ジェンダーの平等は、「仙台防災枠組2015-2030」等で、防災・復興の取組において重
要な要素として位置付けられ、特に、最近では仙台防災枠組のグローバルターゲットを計
測するための、死者数等の男女別のデータを収集することが望ましいとされ、これによ
り、ジェンダーの観点からも防災が可視化されることが世界的な潮流となっている。日本
は、過去から大きな災害に見舞われており、近年では、東日本大震災などの地震・津波
による災害や、関東・東北豪雨などの水害、熊本地震等多くの自然災害により被害を受
けている。そのため、事前防災や災害時における男女による取組や受ける被害の違い
が、地域の防災力に影響を与えていることから、防災におけるジェンダー平等を目指し、
地域の防災力を高めることが重要である。このため、課題の整理、データの収集、事例
の分析等を行い、今後の考え方や有効な取組について検討する。

通し番号  177 

機構定員要求

―
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該当施策概要

分野
－大
項目

１１－１

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

防災分野における女性の参画拡大など男女共同参画
の推進

―

―

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府（防災担当）付参事官

（普及啓発・連携担当）付
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

　災害時の脆弱性を解消し地域防災力向上を目指すため、有識者による検討会を開催
し、課題の抽出・分析を行うとともに、自治体や住民が取組む先進的な事例などの調査を
行い、それらをＨＰやセミナーなどの場をとおして広く普及啓発活動を行う。

―

主に関係する分野・大項目
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潮
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、
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収
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ョ
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 2

小項目 (3)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  178 

機構定員要求

－

　　復興に当たって、女性が活躍している事例や被災地の女性を支援している事例などを
収集し、公表するとともに、被災地等において、パネルディスカッション・シンポジウム・ワー
クショップの開催、研修会での講演などの、男女共同参画の視点を持つことの必要性を理
解してもらうための取組を実施。
平成29年度の今後の取組として、
・29年9月に、岩手県・岩手県男女共同参画センター主催、復興庁男女共同参画班協力
で、平成29年度男女共同参画サポーター養成講座公開講座「復興における地域コミュニ
ティの再生を事例から学ぶ -男女共同参画の視点からの復興-」を実施予定。
・29年11月に、石巻市主催、復興庁男女共同参画班共催で、講演会「性的マイノリティの基
礎知識 ～復興における性的マイノリティに係る課題ついて～」を実施予定。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

②復興における男女共同参画の視点の理解促進
　東日本大震災からの復興に当たって、女性が活躍している事例や被災地の女性を支援
している事例等を収集、公表するとともに、被災地等におけるシンポジウム・ワークショップ
の開催、研修会での講演等を通じて、男女共同参画の視点を踏まえて復興に向けた取組
を実施することの必要性を理解し、実行するための具体的な取組を推進する。
　また、熊本地震における対応状況の調査結果を踏まえた「男女共同参画の視点からの
防災・復興の取組指針」（平成25年５月）の活用促進等を通じ、被災地等における男女共同
参画の視点からの復興の取組を支援する。

（３）男女共同参画の視点からの防災・復興の取組

２．女性活躍の視点に立った制度等の整備

復興における男女共同参画の視点からの取組事例の収集・公表及び被災地における男女
共同参画の視点の浸透活動

　　「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針及び第4次男女共同
参画基本計画等を踏まえ、復興に男女共同参画の視点を持つことの必要性に対する理解
の促進・浸透を目的とする。
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分野
－大
項目

１１－２

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

復興における男女共同参画の推進

－

１０９

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成
２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

復興庁

男女共同参画班
担当府省・担当課
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○
復
興

の
あ
ら
ゆ
る
場

面
に
男

女
共

同
参

画
の

視
点

を
導

入
す
る
こ
と
で
「
よ
り
よ
い
復

興
」
（
bu

ild
 b

ac
k 

be
tt

e
r）
に
つ
な
げ
る
。

○
「
復
興

・
創

生
期

間
」
に
お
け
る
東

日
本

大
震
災

か
ら
の

復
興

の
基

本
方

針
及
び
第

4
次
男

女
共

同
参

画
基
本

計
画
等

を
踏

ま
え
、

復
興
に
男

女
共

同
参

画
の

視
点

を
持

つ
こ
と
の

必
要

性
に
対
す
る
理

解
を
促

進
・
浸
透

。

復
興
と
男
女
共
同
参
画

○
主

に
女

性
が

中
心

と
な

っ
て

行
わ

れ
て

い
る

復
興

関
連

の
取

組
や

、

取
組

を
行

っ
て

い
る

女
性

を
支

援
す

る
取

組
等

を
中

心
に

取
材

し
、

事
例

集
を

作
成

。

○
平

成
2

4
年

1
1
月

以
降

、
１

０
３

事
例

（
平

成
2
９

年
５

月
末

現
在

）
を

と
り

ま
と

め
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

で
公

表
。

事
例
集
の
作
成
・公

表

男
女

共
同

参
画

の
視

点
か

ら
の

復
興

～
参

考
事

例
集

～
（

第
１

４
版

）

○
復

興
に

も
男

女
共

同
参

画
の

視
点

を
持

つ
こ

と
の

必
要

性
を

理
解

し
て

も
ら

う
（

＝
浸

透
さ

せ
る

）
た

め
の

活
動

。

○
パ

ネ
ル

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

・
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
・

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
の

開
催

、
研

修
会

で
の

講
演

等
、

被
災

地
の

自
治

体
等

の
ニ

ー
ズ

に
応

じ
て

実
施

。

復
興
活
動
へ
の
男

女
共

同
参
画
の
視

点
の
浸

透

こ
れ

ま
で

に
開

催
し

た
パ

ネ
ル

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

等
の

模
様
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 2

小項目 (3)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

○

30年度要求予算額： 2,551 千円

29年度予算額： 2,551 千円

28年度歳出予算現額※1： 2,906 千円
28年度決算額： 1,667 千円

使用割合： 57.4 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  179 

その他（具体的に）

②復興における男女共同参画の視点の理解促進
　　東日本大震災からの復興に当たって、男女共同参画の視点を踏まえて復興に向けた
取組を実施することの必要性を理解し推進するため、女性が活躍している事例や被災地
の女性を支援している事例等を収集、公表するとともに、被災地等におけるシンポジウ
ム・ワークショップの開催、研修会での講演等を実施する。
　また、熊本地震における対応状況の調査結果を踏まえた「男女共同参画の視点からの
防災・復興の取組指針」の活用促進等を通じ、被災地等における男女共同参画の視点か
らの復興の取組を支援する。

（３）男女共同参画の視点からの防災・復興の取組

２．女性活躍の視点に立った制度等の整備

地域における男女共同参画促進を支援するアドバイザーの派遣事業

   第４次男女共同参画基本計画（平成27年12月25日閣議決定）で述べているとおり、国
は、地方公共団体や男女共同参画センター、民間団体等と共に一体となって地域の取組
の支援や意識啓発の一層の推進を図ることにより、地域における男女共同参画を推進す
ることとしている。
   このことを踏まえ、本事業においては、それぞれの地域において、行政、企業、地域団
体、住民等の主体が連携・協働しながら、自らの地域の課題を解決するために具体的な
活動を展開していくことの重要性の観点から、それぞれの地域における課題解決に向け
た主体的な取組を支援するため、各団体等の求めに応じて適切な指導・助言ができるア
ドバイザーを派遣することを通じて、地域における男女共同参画をより一層推進すること
を目的とする。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

　　地方公共団体、NPOなどの民間団体等が、「男女共同参画の視点による平成28年熊
本地震対応状況調査報告書」（平成29年３月内閣府男女共同参画局）及び「男女共同参
画の視点からの防災研修プログラム」（28年６月内閣府男女共同参画局）を活用した地域
における男女共同参画の視点による防災研修事業等を行う際に、アドバイザー派遣に係
る経費を内閣府が負担する。
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分野
－大
項目

４－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局総務課
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

１１－１、Ⅳ－３

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

地域活動における男女共同参画の推進

―

１１０

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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○
地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
促
進
を
支
援
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣

行
政
、
企
業
、
地
域
団
体
、
住
民
等
が
連
携
・
協
働
し
、
自
ら
の
地
域
の
課

題
を
解
決
す
る
た
め
に
セ
ミ
ナ
ー
、
意
見
交
換
会
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
な
ど
を

展
開
し
て
い
き
ま
す
。
こ
れ
を
支
援
す
る
た
め
、
求
め
に
応
じ
て
指
導
・
助

言
が
で
き
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
派
遣
し
ま
す
。

○
男
女
共

同
参
画

社
会

基
本

法
で

は
、

国
は

、
地

方
公
共

団
体
の

実
施

す
る
施

策
及
び

民
間

の
団

体
が

行
う

活
動

を
支

援
す
る

た
め
、

情
報

提
供
そ

の
他
必

要
な

措
置

を
講

ず
る

こ
と

と
さ

れ
て
い

ま
す
。

２
７

年
１
２

月
に

策
定

し
た

第
４

次
男

女
共

同
参
画

基
本
計

画
で

は
、
地

域
に
お

け
る

政
策

・
方

針
決

定
過

程
へ

の
女
性

の
参
画

拡
大

を
図
り

、
地
域

活
動

に
お

け
る

男
女

共
同

参
画

を
推
進

す
る
こ

と
と

し
て
い

ま
す
。

ま
た

、
男
女

共
同

参
画

社
会

の
形

成
を

促
進
す
る
た

め
に
は

、
国

の
取
組

は
も
と

よ
り

、
地

方
公

共
団

体
、

民
間

団
体
、

国
民
各

界
各

層
が
有

機
的
な

連
携

を
保

ち
つ

つ
、

取
組

を
展

開
す
る

こ
と
が

重
要

で
す
。

こ
の

た
め
、

国
、

地
方

公
共

団
体

、
民

間
団
体
、
国

民
各
界

各
層

が
意
見

交
換
等

を
行

い
、

男
女

共
同

参
画

社
会

づ
く
り

に
向
け

た
取

組
の
気

運
を
醸

成
し

ま
す

。

地
域

に
お

け
る

男
女

共
同

参
画

促
進

を
支

援
す

る
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

派
遣

事
業

平
成

３
０

年
度

概
算

要
求

額
２

，
５

５
１

千
円

（
2
９

年
度

予
算

額
２

，
５

５
１

千
円

）

事
業

概
要

・
目

的
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

資
金

の
流

れ

男
女
共
同
参
画

社
会

づ
く

り
に

つ
い

て
、

全
国

的
に

理
解

が
促

進
さ
れ
、

国
、
地

方
公

共
団

体
、

民
間

団
体

、
国

民
各

界
各

層
が

連
携

を
保
ち

つ
つ
、

多
様

な
取

組
が

展
開

さ
れ

ま
す

。
ま
た

、
男
女

共
同

参
画

行
政

に
関

す
る

施
策

の
効

果
的

な
推

進
方

法
や
、

国
や
各

主
体

が
抱

え
て

い
る

課
題

等
に

つ
い

て
、

相
互

の
間

で
情
報

の
共
有

が
進

み
、

国
が

効
果

的
に

施
策

を
推

進
で

き
る

よ
う

に
な
る

と
と
も

に
、

全
国

各
地

に
お

い
て

、
男

女
共

同
参

画
社

会
の

形
成
の

促
進
に

向
け

た
気

運
が

醸
成

さ
れ

、
取

組
が

一
層

強
化

さ
れ

ま
す
。

期
待

さ
れ

る
効

果

○
ア

ド
バ
イ

ザ
ー
派
遣

国
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
執
行
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 2

小項目 (4)

細項目
－

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

○

該当施策概要

通し番号  180 

機構定員要求

実施要綱・実施要領の見直し

　「栄典授与の中期重点方針」（平成28年９月16日閣議了解）も踏まえ、女性の活躍に功
労のあった者が、栄典及び国の表彰において適切に評価されるよう、女性のチャレンジ
賞の実施要綱・実施要領を見直し、表彰後の栄典候補者としての推薦をより意識した候
補者の発掘、選定を行う。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

（４）女性の活躍に功労のあった者に対する顕彰の見直し
   　「栄典授与の中期重点方針」（平成28年９月16日閣議了解）も踏まえ、女性の活躍に
功労のあった者が、栄典及び国の表彰において適切に評価されるよう、関連する大臣表
彰の見直しを行う。具体的には、表彰後の栄典候補者としての推薦をより意識した候補
者の発掘、選定を行うとともに、表彰後の活動実績の把握等を行い、栄典候補者として
の推薦を行うため、当該表彰を見直す。

（４）女性の活躍に功労のあった者に対する顕彰の見直し

２．女性活躍の視点に立った制度等の整備

女性のチャレンジ賞の見直し

　「栄典授与の中期重点方針」（平成28年９月16日閣議了解）では、所管する大臣表彰等
のうちこれまで栄典候補者の推薦につながっていないものがないかを点検し、特に優れ
た功労を有する被表彰者については栄典候補者として積極的に推薦することが掲げら
れている。
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分野
－大
項目

－

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

－

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局総務課
担当府省・担当課
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